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昨年10月、春日会長からバトンを受けて1年がたちま

す。この1年の間にも、アイエックス・ナレッジは様々な出

来事・イベントを経て、ビジネスや業務体制の変革に取

り組んできました。そして、現実にいくつかの点で、時に

素早く、時にじっくりと内容を変えてきました。いずれも、

時代の変化に呼応した変革です。しかし、ここへきて情

報サービス産業の事業環境は厳しさを増しており、私た

ちのチャレンジの真価が問われようとしています。

この1年の変革の中でも、目に見えるものといえば「本

社移転」「決算期変更」「コーポレートマーク一新」の3つ

でしょう。いずれも、合併後2年半の基盤整備の上で実

施した新たな業務体制整備策の一環でした。

〔本社移転〕

ここ芝浦。海に面した素晴らしいロケーションの新拠

点に向けて、綿密なスケジュールのもと、社員全員が一

丸となって移転に取り組み、大きなトラブルもなく営業開

始できたことを誇りに思います。

移転の狙いは、

・開発センター統合による生産性の向上

・物理的なセキュリティの強化

・データセンター確保によるアウトソーシングサービスの

拡大といったものでしたが、移転後はお客様の当社訪

問も増えました。データセンターにも「この設備条件で

あれば」と信頼のことばをいただいており、一括（持ち

込み）開発案件も増えています。LSS（ロジスティック

ス・システムズ・アンド・ソリューションズ）の設備で、ア

ウトソースマーケットにも対応可能となりました。

また、社員みなさんのメンタル面においても「新天地

で心機一転！」としてプラスに働いているのではないで

しょうか。

〔決算期変更〕

IR（インベスターリレーションズ＝投資家向け広報活

動）など、当社の業況を対外説明するとき、3月期決算で

あれば大変都合がよい。また社内的な企画・管理の面

でも、国の会計年度との整合や他企業とのデータ比較

を容易にするためにも、他の決算期に比べきわめて有

利な条件です。

合併当初から課題として上がっていましたが、この際

思い切って切り換えました。今後はいろんな意味で他社

との比較も明確になり、より厳しく評価を受けることにな

るでしょう。

〔コーポレートマーク〕

“変わるIKI”の象徴としてコーポレートマークを一新

しました。「スピード＆チャレンジ」をモチーフに、飛翔体

の速さと挑む力強さ、浮揚感さらには繊細な筆先の「和」

のイメージをも表現しました。

文字通り目に見えて、変化を印象付けているようで、

お客様など諸方面から「イメージが変わった」という声を

聞きます。

一方、目に見えない“中身”の変革は、新規事業展開

から中長期を睨んだ「IKIリンク」および「チャレンジファ

ンド」の設定です。これらは、「新規事業で売り上げの2

割を稼ぎ出す」という中長期の基本戦略目標に基づく戦

略ですが、これによりIKIのビジネス領域と企業グループ

の拡大を図るものです。

〔IKIリンク〕

IKIがもつコンサルティング、システムインテグレーショ

ン、システム運用の事業基盤をもとに、事業のパートナ

ーを広げ、そのパートナーとともに顧客を広げ、その顧

客とともに、さらに新たな顧客獲得へと「ビジネスの輪」

を広げていきます。

合併により内向きだったベクトルを外に向け、「ITとビ

ジネスのコーディネータ－」をキャッチフレーズに、新た

なビジネスを組み上げていこうという考え方です。

〔チャレンジファンド〕

また、「IKIリンク」を裏付ける効果的且つ機動的な資

金活用戦略として「チャレンジファンド」を設定しました。

合弁事業の「LSS」「CDC-S」「ITJ」や、投資・資本参加

の「ビジネスバンク」「アルカディア」など様々な形態があ

りますが、これらのファンドを展開し、新規事業を拡大

していくとともに、人材面など事業基盤の実力・潜在能

力を高めていきたいと考えています。

これら変革への取り組みは、まだその緒についたば

かりですが、この時期にわが情報サービス産業をめぐる

環境はにわかに厳しさを増しています。しかし、そうし

た中にあっても私たちは、より明確な意思をもって、着手

した変革の手を緩めることなく、推進しなければならな

いと思います。またそのことをお客様やパートナー企業

の皆さんにも理解いただけるよう務めなければならない

と自ら銘じるものです。

―社長1年のレビューと確認―

代表取締役社長　安藤　文男
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たちは「＋0.5次産業」なのだと。どの

ようなことかといいますと、やはり社会

の根幹をなしているのは「1次産業であ

り2次産業」であるはずだということで

す。私どもは「3次産業」ということにな

るわけですが、本来、「1次や2次」ある

いは「3次産業」に対して、私たちは「＋

0.5次」。要するに、「1次や2次」があっ

て、「1.5次や2.5次」というようなサービ

スをしていく産業なのであろうというこ

とを言っていました。私たちもいま、そ

のように思っています。

ありふれた言葉ですが、お客様の

問題を解決する、あるいはこれからや

ろうとされているようなものを補助する

システムをご提供する。これらのソリュ

ーションを提供していくというのが我々

の役割なのだろうと。あくまでもそのよ

うなお客様があって我々の産業が成

り立っていくのであると思っています。

「お客様が今、どのような方向に進んで

いこうとされているか？ どのような問

題を抱えているか？―と。 これは営業

の非常に重要なミッションであると思っ

ています」（浜口）

春日：ソリューションの提供というのが紛

れもなく目指すべき方向であると思う

春日：本日はせっかくの機会ですからお

伺いしたいと思っていますのは、御社

が情報サービス産業界の「リーディング

カンパニー」として「IT市場に対すると

らえ方」、あるいはそれから導かれる

「営業戦略」などを手始めに、当社の

関わっているいろいろなビジネスのこと

にもお話が及べば有難いと思っていま

す。まずは、御社はこの業界のリーダ

ーとして、どのように市場創造、営業展

開をされるのでしょうか。

浜口：私どもは、ご承知のように、1988年

にNTTから分社しました。そのころ、

よく話し合っていたことなのですが、私

と思います。「ITコーディネーター」とい

うのしくみが生まれてきたのも、まさに

それの延長線上に出てきた考え方で

あり、経営者の考えをシステム設計に

明確に組み込まなければ経営革新の

ためのICT活用はうまくいかないと思

います。

「我々がコンサルティングをやり、その会

社向けにソリューションを出していく分野

はまだずうっと残っていくと思います」

（浜口）

春日：今、産業各界が統合やリストラクチ

ャリングということで経営革新を進めて

いるのですが、そのようなことも含め

て、片一方では技術動向もあるのです

が、日本の情報産業の市場がどのよ

うに展開していくか。この辺りはどのよ

うにお考えになりますか。

浜口：基幹的な産業というのがあって、

それをサポートしていくのが私たちの

役割であると思うわけです。そうなりま

すと、基になる1次産業、2次産業ある

いは3次産業は元気であってもらわな

いと私たちの出番も少なくなってくると

いうことです。ただ、これから各産業分

野で色々な会社さんが事業を進めて

いく上で、「IT」というのは必須のもの

になってきていると思うのです。やはり

「IT」というか「ICT」を使いこなしてい

かないとそれぞれの会社の事業は進

んでいかないわけです。そのような意

味では、私たちの仕事はなくなること

はまずありえないと思います（笑）。

春日：それはそう思いますね。

浜口：「ICT」を使いこなすことによってそ

れぞれの会社の事業自体が伸びてい

くという提案をしていけば、この「ICT

分野」はまだまだ伸びていけるのでは

ないかと思います。1つは、「ICTのコ

モディティー化」という話があるわけで

す。しかし、これは1つの武器ですか

ら、コモディティーの部分と、それから

各会社が競争優位に立つための戦略

的な武器として使う部分と、2つあるよ

うに思います。今、「ERP」というのが

非常に流行っているわけですが、すべ

てがスタンダードというわけにはいかな

いと思っています。

春日：私も思っています。

浜口：確かに、いわゆるスタンダード的な

ところに特別の力を入れる必要はない

と思うのですが、しかし、それとは別

に競争していくための他社にないもの

も必要であると思うのです。ですから

「すべてがERPで済むか？」というとそ

うはいかなくて、われわれがコンサルテ

ィングをやり、その会社向けにソリュー

ションを出していく分野はまだずうっと

残っていくと思います。

春日：その割合というのは今後とも相当

高いのではないのでしょうか。

浜口：いろいろな方にお聞きしますと、だ

いたい皆さんはそこのところは高いの

ではないかとおっしゃる方が多いです。

春日：それがなければ、この産業の将来

性や成長性、発展性はなかなか出て

きません。「ERP的なものでだいたい

のものは賄えますよ」「市場としては収

斂するのですよ」という議論にくみする

ことはできないですね。

浜口：そうですね。もう1つは、いわゆる

のですが、具体的に展開するときに、

予め「仮説的なソリューションを持って

マーケットに接近していく」戦法なの

か、あるいはいろいろ営業活動をする

中から「見えてきたターゲットをすくい

上げていく」のか。両方あると思うの

ですが、御社は多様な人材を擁して

いるわけですから、この集団をどのよ

うに編成したりあるいは特化してマー

ケットにぶつけていくかというのは、私

たちのような中小の企業から見ると1

つの先行目標になっているのです。

浜口：1つは「業務ノウハウ」が当然必要

であると思っています。複数のクライア

ント会社から各社共通的な業務ノウハ

ウを取得し、お客様の疑問にお応えし

ていく。もう1つは、「システムの技術面」

もどんどん進歩しますから、最先端の

技術をわれわれがプロフェッショナルと

して持っていて、その中から問題を解

決するための最適な解をお客様にご

提案する。この2つが基本だろうと思

います。

また、お客様が今「どのような方向

に進んでいこうとされている」か、ある

いは「どのような問題を抱えているか」

と。これは営業の非常に重要なミッシ

ョンであると思っています。やはり常日

頃からそのお客様に出入りをさせてい

ただき、さらにはトップの方にも「システ

ムを何のために作ろうとしているの

か？」お聞きしながら、その会社の戦

略などを営業が知った上で色々なご

提案をさせていただく。これがいわゆ

る「お客様満足」ということに繋がるの

ではないかと思います。

春日：そのことはICTサービス産業の経

営トップが顧客先に働きかけるべき非

常に重要な仕事であり、顧客の考え

方や期待を明確にするという点で大

切なばかりでなく、任された仕事の成

否を左右するほどの重みを持っている

あすへの対談「情報サービス産業のリーディングカンパニーとして」
春日 正好会長が聞く ゲスト･浜口 友一（株）NTTデータ副社長

これからのITを考える

本誌対談企画第二弾として、自他共に認めるIT業界のリーディングカンパニー NTTデータの浜口副社長（写真右）を

お迎えし、「これからのIT」について熱く語っていただきました。

あすへの対談「情報サービス産業のリーディングカンパニーとして」
春日 正好会長が聞く ゲスト･浜口 友一（株）NTTデータ副社長

これからのITを考える
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いは「別の基幹ですよ」とすべてが言

い切れるかというと、いまのお客様の

要求は全体としての期間が短くなって

いますし、品質的にももちろんコストの

点でも非常に厳しいです。そのような

中では、作りながら次のことを考えて

いく。「インプルーブ」ですね。前進的

な開発みたいな感じが非常に強いで

す。それを考えてみますと、この部分は

コストの安い外国にお願いするという

単純な構図が果たしてどこまで成り立

つのか。これについての解がまだ明確

にない気がしますね。

「ただ1つだけ言えることは、中国にはIT

に携わる大変優秀な人が大量にいると

いうこと。彼らが将来相当の力を持って

くるということは間違いない」（浜口）

浜口：そうですね。確かにおっしゃられる

ように、昔なら仕様を凍結して下さいと

言えたわけですが、今はもう言えない

（笑）。ある程度お客様に見てもらいな

がら「スパイラルアップ」していくというよ

うなことになっていますから、その切れ

目がなかなか難しいところですね。

春日：そのような意味では完全に「ウォー

ターフォール型」というのでしょうか、そ

のような開発手法が過去のものになり

つつありますね。その裏返しを考える

と、その分人づくりの難しさというとこ

ろに繋がっていくと思うのです。

浜口：結局、我々自身がその辺りを柔軟

に考えていかないと、なかなかお客様

の事業のスピードについていけないと

いうことになりかねないですね。

春日：今はからずも出ました、IT産業と

しての国際展開といいますか、国際分

業的な面ですが、いま申し上げたよう

な基本的なところがまだ明確になりき

れてないままに各社各様のお考えで展

開をされているところがあるのですが、

御社としてはこのあたりはどのようにお

考えですか。

浜口：もちろん中国やインドを含めてパー

トナーを作ったり子会社を作ったりし

て、そのようなことに備えてはいる段階

ですね。ですが、まだ明確に、例えば

中国にはこのようなことをやってもらう

というようなことはわかっていません。

時代とともにそのあたりのバウンダリー

(境界)や役割が変化してくるのではな

いかと思います。ただ1つだけ言える

ことは、中国にはITに携わる大変優秀

な人が大量にいるということだけは確

かです。

春日：これは紛れもない事実ですね。

浜口：彼らが将来相当の力を持ってくると

いうことは間違いないことだろうと思い

ます。ですから、彼らとどのように連携

してやっていくかということは、ここ数年

いろいろな会社が色々なことをおやり

になると思いますが、無視はできない。

春日：いまの大学教育の現状、あるいは

量的な面も含めまして、貧弱といいま

すか、未整備な状況が非常に憂慮さ

れるのですけれども。企業の努力も含

めて、片一方では大学教育機関に

色々お願いやら、あるいは相互に連携

して人材育成というテーマを長期的に

捉えていかないといけないのです。

私は決して国際分業に反対するも

のはないのですが、国内の足元、ある

いは将来の方向をある程度見据えた

上でやらないと、単に国境の壁をはず

して往来自由にするというのには、本

質のところでは少し不用心のような気

がいたします。

「システムを作ろうとしますと、ほとんど

アメリカ製品。WindowsあるいはMacを

使わなければいけない。“どうして日本で

そのような製品が出ないのだろうか”と

いう非常に悔しい思いがあります」（浜口）

浜口：その国の文化やあるいはそれまで

「コンサルティング」「設計」「製造」「テス

ト」とあるわけですが、ひょっとすると

「製造」部分がかなり、例えば中国や

そのようなところを含めて、いまの製造

業みたいなことになる可能性はあると

思います。ただ問題は、私たちの事業

の製造部分の比率がどのぐらいあるか

ということになってくると思っています。

ソリューションを提供するということ

から言えば、むしろどのようなソリュー

ションにするかというところが大事なわ

けです。それからどのような技術を駆

使するかというのが大事なわけです。

「Java」が書けるとか「C」が書けると

いうことは、ひょっとしたら中国へ行く

かもしれません。

春日：そうですね。おっしゃいますように、

プランニングや設計の上流工程、物作

りのところを明確に切り離したり、ある

時々考えたりもするわけです。

春日：御社ならではの問題意識かもしれ

ませんね。

浜口：やはり何かそのようなところを考え

ていかないといけない。先ほど会長が

おっしゃった「国際的にどうしていく

か？」ということについては、このままで

は本当にいまの製造業とまったく同じ

になりかねないという危機感がありま

す。国内は守れますが、国外に出てい

くには非常に難しい。

春日：そうですね。それはありますね。入

っていくのと出ていくのと両方に障壁

がありますから。

浜口：そうです。

「社会科学というのは非常にノイジーで

紛れが出てきますから。そこのところに

持ち味というのがそれぞれ出てくるのだ

と思います」（春日）

春日：先ほど非常に興味深いお話に触

れられたのですが、アプリケーション

の世界というかソリューションの世界と

いうのは、日本のマーケット、企業さん

を相手にしている限りは日本語の文化

の世界です。妙な言い方ですが、IT

というのを自然科学の領域ととらえる

か、むしろもっと社会科学とか人文科

学系の問題としてとらえるかというとき

に、私はソリューションの部分ではそ

うとう人文科学系の問題があると思う

のです。

浜口：そう思いますね。

春日：思考過程1つとってもそうですし、

同じものを同じようにアプローチして再

現しても人によって違います。ところが、

ERP的なものというのはいわば自然科

学的な発想に基づいておりまして、だ

れがやっても入口をこうすれば結果は

こうなるのですよ、というものです。そ

こに紛れがないですね。社会科学と

いうのは非常にノイジーで紛れが出て

きますから。そこのところに持ち味とい

うのがそれぞれ出てくるのだと思いま

す。コストや納期や品質など、非常に

難しい要件を充足しながらソリューシ

ョンを作っていくというのは非常に矛盾

した行為なのですが、そこにこそ先ほ

どおっしゃった「2．5次産業」の持ち味

が出てくるのだ思うのです。

浜口：そう思います。ERPは企業におけ

るIT化の非常に有効なツールである

と思いますが、事業活動そのものが、

どれ1つをとっても他社と同じにやられ

ている会社はないわけですから、どの

企業においても、システムが同じという

ことはどうしてもありえないと思うので

す。そのため、ERPを導入し、それか

ら先に進んでいこうとすると、他社と

同じものではなかなかやっていけない

ということになると思います。

の仕事の進め方、あるいは「言語とい

うようなところと非常に関連性がある

のかな」ということです。これは一種の

障壁になっているのではないかと。

ある意味では日本の中の我々から

見ると、「日本のシステムは我 し々かや

れない」、みたいなところがあるわけで

す。逆に違う国へ行ってやろうとする

と、これまたなかなか難しい。ですか

らそこのところをこれからどう考えてい

くかというのは、プラスマイナスがあり

まして非常に難しいところであると思

います（笑）。

春日：そうですね。まさにおっしゃる通り

です。

浜口：もう1つの面が、たとえばOSやミド

ルの分野、それからERPの分野という

のがあります。これはある種プログラム

プロダクト、パッケージの分野で意外と

世界的に流通している。1つ非常に悔

しいのは、われわれがシステムを作ろ

うとしますとほとんどアメリカ製品なん

ですね。「Windows」あるいは「Mac」

を使わなければいけない。昔から議

論していますが、「どうして日本でその

ような製品が出ないのだろうか？」とい

うことは非常に悔しいという思いがあ

ります。ですからSIという個別のソリュ

ーションの部分と、それから汎用的な

プログラムプロダクトの部分とを少し分

けて考えなければいけないかなと。

あまりにも個別のソリューションのほ

うにわれわれが偏りすぎているのでは

ないかというのが、1つの反省としてあ

ります。では、例えばこれから「Linux」

をどうしていくのだろうかということを考

えますと、「Linuxの日本連合」みたい

なことを作ってもいいのではないかと

思います。それから「Linux」上で動く

応用TPみたいなミドルもグローバルに

売れるようなものを日本連合として作

ってもいいのではないか、ということも

浜口 友一（はまぐち・ともかず）
1967年日本電信電話公社入社。88年NTTデータ通
信（株）に分社後、同社取締役、常務を経て、2001年
6月（株）NTTデータ代表取締役副社長就任。京都大学
工学部電気工学科卒。徳島県出身、58歳。

春日 正好（かすが・まさよし）
木下産商（株）、三井物産（株）、三井情報開発（株）を経て1979年日
本ナレッジインダストリ（株）設立に参加、92年同社社長。（株）アイエ
ックスとの合併を経て2001年10月からアイエックス･ナレッジ（株）
代表取締役会長。電気通信大学電波通信学科卒。長野県出身、63歳。



Knowledge  Report 9Knowledge  Report8

というシステムの作り方をしていたので

すが、今回は開発部隊として、「会計専

門」、「CRM専門」というように分けて

組織を作りました。

あるお客様のシステムで、例えば会

計とCRMをまとめて受注したとします

と、開発は会計の開発部隊から、10人

出します、それからCRMの開発部隊

から10人出します、というような形にし

て、そのお客様のシステムが完成しま

すと、また元の開発部隊に戻る。です

から例えばあるSEを採りますと、10年

間ずっと続けて会計なら会計ばかりを

やるというようにしようと。

春日：要するにその業務のエキスパート

ですね。今の若い人達、と一概に括

って言うわけにはいかないのですが、

「Java」やテクノロジーのところに入って

習熟したいという思いは強くても、お客

様の業務領域に通じる専門性という

のを最初から方向づけますと、少し怪

訝な顔をしたり抵抗感を覚えたりとい

うことも少なくないようです。ある程度

のスキルを積んでくると自信に転換し

ていきますから、もっとプラス思考にな

ると思うのですが、そのような人は非

常に少ないです。このような日常的な

お客様のリクエストや業務事情の上に

新しいコンサルティングというか、その

企業として次の一歩をどう考えるかと

いう問題対応ができるスキルですね。

浜口：そうです。ですから同じ業務をず

うっと引き続いて、なおかつたくさんの

会社をやらせていただくということがお

客様によい提案をしていけるということ

になるのではないかと思っています。

「会社は“1つのスキルを身につける場所”

であると思ってもらえればいい」（浜口）

浜口：実は私どもが社員に言っています

のは、なぜそのようなことをやるかとい

うことなのですが、「お客様に本当に満

足いただけるようなソリューションを提

供していくためには」、そのようになるこ

とが一番良いだろうというのが大きな

テーマなのです。もう1つは、昨今、非

常に労働環境が変わってきています。

これからは転職がどんどんポピュラ

ーになっていくと思うのです。1つの会

社に長年、30年、40年勤めるというこ

とはなくなってくるのではないかと思っ

ています。もちろん優秀な方にはそれ

ぞれの会社がいてほしいというのは当

然あると思うのです。

「アウトプレスメント」という市場は今

たくさん出来つつあり、転職を考えた

ときに、それぞれの社員に「私はこの

ようなことが得意なのです」「このよう

なことができます」というセールスポイ

ントを与えたいと思っています。今まで

のやり方ですと、単に「情報処理技術

職の資格を取りました」とか、あるいは

「このようなシステムをやったことがあり

ます」というようなことだけです。

先ほど言いましたように、「会計のシ

ステムであれば私は十分力になれると

思います」というようなこと、あるいはプ

ラットホームについて私は10年、15年

やってきていて、そこについては「どの

ようなことをオーダーされても出来ま

す」とか、そのようなスキルを社員につ

けてやりたい。これらが出来れば会社

としても大変有難い話でして、そのよ

うなスペシャリストをずうっと抱えるわ

けですから会社としての力が非常に上

がっていきます。これらの目論見で今、

やっています。

春日：将来的には、例えばそのような人

たちが独立志向をもって御社との間で

一種の契約形態をとる。小振りの企業

を別に作ってでも、その方向をさらに極

めたいと。いわば「御社を中心としての

ネットワーク会社」ですね。そのような

関係も想定されるということですね。

「お客様の要望である工期短縮、コスト

の低減に対し、手作りや一品生産的な

ものでは結果として反比例してしまう。こ

のような矛盾する要件をどう克服解消し

ていくかが大きな命題です」（春日）

春日：視点を変えまして、いま統合型シス

テムは、結論を早く得たいというか実

現までの工期を短縮したいという思い

もあって出てきていると思うのですが、

お客様の要望としても、同時にコスト

の低減、圧縮ということに非常に作用

してまいります。

われわれの業界は歴史的に、手作

りとか一品生産的なものでやってまい

りましたから、結果としては非常に時

間もかかるしコストも相応にかかる。

このような矛盾する要件をどう克服解

消していくかという非常に大きな命題

があるのですが、御社などはそのよう

な問題に直面しているのではないかと

思うのです。

浜口：そこを解決していくのが本当の意

味でのSEだろうと思うのです。今年の

4月に私どもはをいわゆる「ある業務で

のスペシャリスト」を作って行くことを目

的とし組織変更をしました。今までは

あるクライアントのシステムを受注しま

すと、1つのプロジェクトを編成し、その

プロジェクトが「会計」もやります、

「CRM」もやります、「物流」もやります

やり方をしようではないかと（笑）。

春日：まったく賛成ですね。しかし、それ

には色々な前提があります。お客様に

もそうとう理解をいただかなければな

りませんし、またそれが成立するよう

な「基本的な営業交渉」といいますか、

契約の成立が前提になると思います。

無茶苦茶な、とにかく突貫工事でやり

ますよ、というような契約は容易には受

けてこないと。「とにかく受けてきたの

だから死ぬ気になってやれ」というの

は、どちらかというと過去のスタイルで

すね。

浜口：そうです。

春日：今の若い人の気質からすると、そ

のような不合理な「身を粉にしてやれ」

とか「滅私奉公型でやれ」と言われて

も、「その結果もたらされるものは何で

すか？」という、その辺りの合理性はか

なり持っています。そのような点で若い

人たちの考え方や「将来かくありたい」

という方向へもっていくという意味で

は、おっしゃったような人を育てるとい

う考え方は非常にいいと思います。

浜口：一気にはいかないとは思います

が、そのような意志をもってやっていか

なければ改善はできません。

春日：それでこそ1つのリーディング・イン

ダストリー・カンパニーとしての姿勢とい

えましょう。

浜口：これは是非一緒にやっていければ

いいと思います。

春日：一方で、コストあるいは発注金額は

従来のままで「それは自助努力でやり

なさい」と言われてしまうと、できる限

界があるわけですね。ですからマーケ

ットや社会構造的なものの中で、相対

的な理解も順次及んでいくということ

の中でないとできません。1社だけで

やれるというのは限りがあります。

浜口：そうです。そのようなことをずっと進

めていきますと、長年、非常に大きな問

題である一種のプライシングのところ

も・・・残念ながら、いまだに「人月」と

か「ステップ」ですから。ここのところ

「バリュー」という要素をもっと高めてい

かなければならないと思っています。

春日：スキルの価値とか知恵の価値とか

ですね。

浜口：そうです。我々自身が努力をして

いかなければならないと思います。少

し理想的な話になりましたが・・・。

春日：いや、本日はたいへん有意義なお

話を有難うございました。

浜口：そうです。そのような中で1つの資

格制度や評価制度を作っていけば、

その人の成果に相応しいような給与

になり、本当に情報サービス産業が1

つのよい働き場所になってくるのでは

ないかと思うのです。ですから社員

から見ると、会社は1つのスキルを身

につける場所であると思ってもらえれ

ばいいのではないかと思うのです。そ

うしませんと、なんとなく会社に従属

して、たとえば40歳ぐらいになって、そ

れこそ「スピンアウトしようと思ったら

何も売りものがなくてしょうがないから

会社にいる」というのでは困るわけで

す（笑）。

「無茶苦茶な、とにかく突貫工事でやり

ますよ、というような契約は容易には受

けてこないと」（春日）

春日：それでどれだけ場を与え、機会を

与えて活用しているかというと、いま自

ら反省を含めておっしゃったように、大

したことをしていないとすると、これは

社会的に罪悪ですからね（笑）。

浜口：本当にそうです（笑）。多分、春日

会長もお考えになっていると思うので

すが、あまりにも非工学的といいます

か、労働集約的といいますか、そのよ

うことで行き過ぎていると私は思いま

す。「情報サービス産業」というとなんと

なく魅力的なのですが、しかし会社に

入ってやってみると毎日帰るのは終電

で土曜も日曜もなくて、それでそれだ

けやった結果、では、「自分に何か技

術が身に付いたか？」というと単に「や

った」というだけ。これは非常に不幸

なことであると私は思うのです。

春日：そうですよ。

浜口：「エンジニアリング」ということであ

ると思うのですが、これは会社の中で

も言っているのですが、「エンジニアリ

ング」というからにはもう少し体系的な
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国会図書館のwebサイトでマーケティング関連の書籍を検索すると、60年代から今年出版された

ものまで、2000冊以上のタイトルが出力されます。｢マーケティング＝企業が環境の変化に適応

するための技術の体系｣という解釈に従ってこれらの書籍のタイトルに目を通すと、各時代の背景

とマーケティングが果してきた役割について概観することができます。

消費を理解できなくなった？マーケティング
まずはバブル崩壊前までの流れを独断と偏見でフラッシュバックしてみます。消費行動を理解す

るための科学、あるいは大量生産＆消費のサイクルを作り出す産業技術として60年代の日本に導

入されたマーケティングは、70～80年代に経営システムとして定着し有効に機能しましたが、バ

ブル経済の中で混迷を迎え、ひたすら消費の解釈に奔走した時代を経験しました。

・1960年代後半～70年代前半

消費者の行動と心理を読み解くためのマーケティング

マーケティングが日本に導入され、消費者を知ることがマーケティングの出発点という認識か

ら、消費者行動理論や、それを読み解くためのリサーチ技術が注目された時代。

・1970年代

経営システムとしてのマーケティング

マーケット・セグメンテーション、ライフスタイル分析、ブランド戦略、エリアマーケティング

など、マーケティングの主要な方法論が確立した時代。同時にコトラーを中心として、経営と

マーケティングの統合化が唱えられた。

・1980年代

企業変身のマーケティング

CI（Corporate Identity）ブームが登場し加熱した。高度成長期が終焉し成熟期を迎えて、

各企業が新たな成長戦略を模索した時代。CIが巨大ビジネス化した。

・1980年代後半～90年代初頭

感性消費や流行を理解するマーケティング

分衆・小衆論、記号論、感性消費論などが叫ばれ、マーケティングがトレンドや流行を追った

時代。マーケティング関係の評論家や学者がテレビに登場し出した時期でもある。

消費者から顧客（あるいは個客）へ
拡大しない需要、企業間競争の激化、製品サービスの品質差の縮小といったバブル後の市場環

境の中で、マーケティングの焦点は『顧客志向』に集約されたといっても過言ではないと思います。

すべてのマーケティング活動を顧客満足の向上や顧客との関係強化という視点から再構築しよう

という発想です。そこにIT要素が加わることにより、これまでのマス・マーケティングから個別顧

客の満足に対応するマーケティングの時代への転換期に入ったと言われています。

・1990年代前半

顧客満足を高めるマーケティング

80年代のCIに代わりCS（Customer Satisfaction）が重要な経営テーマとなった。

消費者という言葉に代わって顧客という呼び方が登場し、定着した。

・1990年代後半

ブランディングとOne to Oneのマーケティング

顧客満足を高めるための商品・サービスの本質的価値を追求する中で、必然的にブランドの問

題に帰着したとも考えられる。さらにインターネットの普及がマス・マーケィングに代わる個

別マーケティングの概念にリアリティを与え始めた。

・2000年～

リレーションシップを構築するマーケティング

顧客情報の分析を元に彼らとの良好な関係を構築し、LTV（生涯価値）を最大化する…CRM

（Customer Relationship Management）の概念が誕生した時代。

ITがその概念を現実化すると考えられている。

IT時代の
マーケティングの
役割は何か？

ナレッジ研究所リサーチ＆マーケティング事業部　坂井　信弘

出口が見えない長期不況のせいか、｢マーケティングは力を失った｣という論調に

出会うことが増えたように感じます。ＩＴ時代のマーケティングはどのような役割を

果すべきなのか、マーケティングの歴史を振り返りつつ、いくつかの有効なキーワ

ードを抽出してみたいと思います。
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IT時代のマーケティング・コンセプト
CRMと言えばコールセンターや顧客DBあるいはデータマイニングと言ったキーワードが浮か

ぶように、マーケティングは誕生から40年近い時間を経て、ITという道具を使う時代に入ったよ

うです。道具を使いこなすためには、用途に応じて最適の道具を選び正しく使用する、使い手の熟

練が必要となりますが、マーケティングが対象としているのは消費者や顧客（要するに人）です。

特にマーケティング活動の基点を顧客に置くという時代においては、顧客をより理解し、顧客

へ正しくアプローチするための戦略構築を行うことが、マーケティングの最大の役割になると考

えます。

以下、その観点からの有効なコンセプトと思われるものを整理します。

デモグラフィック・リスク
デモグラフィックと言うとあまりにも古典的な視点のため驚かれるかもしれませんが、今後の最重

要のマーケティング変数とも言われています。2006年をピークに日本の人口は減少を始めます。

また、同じ時期に団塊の世代がリタイア期を迎え彼らの消費支出が徐々に縮小して行くと見られ

ています。更に子供が減って高齢者が増える、老若の両世代で単身世帯が増える。いずれも当然

のことのように思いがちですが、これらのインパクトを考慮しないマーケティング戦略は成立しな

いと思われます。

リテンション
「新規顧客の創造」よりも「既存顧客の維持」に重点を置く。人口が増えず、市場が伸びず、競争

だけが強まる、まさにこれからの時代のコンセプトです。保険・クレジットカード・自動車販売とい

ったサービス業においては、顧客リテンションと収益性の相関関係が高いという分析がなされて

います。高い顧客満足により競争相手が自社顧客を奪うコストを引き上げ、スイッチング障壁が顧

客自身に競争相手に移ることを躊躇させる、これらが顧客囲い込みの基本戦略と言われています。

カスタマー･エクイティ
「利益をもたらす顧客こそ企業にとって最も重要な資産」という概念です。リテンションの考え方

が進化して、維持すべき顧客の選別という段階に到達しました。顧客との取り引き関係の長期化

（LTV最大化）を目標とする時代においては、企業経営の焦点はブランド・エクイティからカスタマ

ー・エクイティにシフトするという考え方も登場しています。（企業ブランドのエクイティへの重視

度が高まるという反論もある）

e－CRMにおいては、個々の顧客の資産価値や彼らへの適性投資水準がデータベースの中で数

値化され、それに応じてプロモーションなどの施策プログラムまでもが自動的に選択される、まさ

に近未来的なシステムが可能となるようです。

コンシューマー・インサイト
広告表現の立案において最重要視される要素で、これも新しい概念ではありません。日本語で

は『消費者洞察』と訳されています。ターゲットを一個の人格として捕らえて、対象となる商品カテ

ゴリーに対する態度や価値認識、使用ブランドへの絆意識、自社ブランドを採用させるためのバリ

アなどについて洞察を行い、表現戦略を構築します。ディテールドインタビューなどの調査手法を

使ってデータを収集し分析（洞察）を加えます。

CRMのDBにある購買履歴からは顧客がなぜ買ったのか（買わなかったのか）、あるいはなぜ顧

客になったのか（他へ逃げたのか）を知ることはできません。コンシューマー・インサイトはDBの

中から顧客を外に出して可視化するための有効なアプローチと思われます。

経験価値
経済活動が「モノの経済」から「サービスの経済」へ進行したように、今後は「経験の経済」に移行

していく、という考え方です。商品やサービスの価値という視点からは、機能・品質や利便性とい

う従来型の価値から消費者に感動や共感を提供する「経験価値」にシフトする、という発想になり

ます。経験価値を実現するためには次の3つのSが重要と言われています。

顧客の満足（satisfaction）向上

顧客の犠牲・我慢（sacrifice）削減

顧客の驚き（surprise）導出

ディズニーランドを例に出せば経験価値の概念は容易に理解できると思いますが、この概念は製

造業やサービス業のブランド価値構築にも活用できるようです。経験価値は商品・パッケージ・広

告･プロモーション・イベントなどを総動員して構築しますが、特にwebサイトという企業独自の

（しかもインタラクティブ性を有する）メディアの役割が重要となると言われています。

真に求められていることは
IT時代の、という前置きの有無に関わらず、マーケティングにいま一番求められているのはフィロ

ソフィーではないでしょうか。人の役に立つ、社会が必要とする、皆を喜ばせる…、マーケターが

使命感や夢を持つことが極めて重要な時代のような気がします。

「フィロソフィー無きマーケティング」は顧客の支持を得られないだけでなく、資源を浪費し、環

境を悪化させ、人の安全を脅かす、そんな結果をもたらすのではないでしょうか。

[参考文献] ITマーケティング（ダイヤモンド社）

ネクストエコノミー（東急エージェンシー）

経験価値マーケティング（ダイヤモンド社）

ハーバード・ビジネス・レビュー

マーケティング・ジャーナル
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未来の環境マーケティングを世に問うべく、自

主企画事業である「食の安全性と環境配慮」に対す

る主婦のイメージ調査「エコフード意識調査」を、

NTTデータ経営研究所と共同で2001年・2002

年と2年続けて実施致しました。最初の企画段階

から2年、食を巡る状況変化の大きさには驚きま

したが、反面、私達の「よりよい食品づくりを目指

すには、環境を無視できない時代が来ている」と

いう主張の正しさが証明されたとも言えます。自

然環境が汚染されれば食品素材も汚染されるので

すから、環境問題は食品に大いに関係することが、

改めて認識されてきています。2002年の第2回

エコフード意識調査では、まさに食品素材に関わ

るところですが、従来からの商品価値である「味」

「値段」に匹敵するにはまだ小さいにしろ、「エコ」

の価値である「中身の安全性」が、品目によって

「メーカー・ブランド」や「手軽さ・便利さ」に優る

価値要素である結果となりました。

◆

エコフード意識調査は「エコロジー・コンシュ

ーマー・アクセプタンス」（ECA係数）というオリ

ジナル指標で、食品市場各品目について、中身の

安全性や環境配慮などエコの価値がどの水準で

認識されているか明らかにすることを目的とし

ています。

2001年の第1回では、エコ要素は“Safety

（安全性）”“Ecology（循環）”“Disclosure（情

報公開）”の3つを主として構成されると考えまし

たが、調査結果で環境問題や食品の安全への意識

の高まりが確認できましたので、2002年は、消

費者のエコ要素認識をさらに分解して5指標とし

ました。

2001年、2002年を通じての調査結果のポイ

ントとなるのが、まず「製品の安全性」が、エコ要素

の中で際立って高いニーズを見せていることです。

食品・飲料の14市場33品目について行った

2002年の調査では、原材料や成分などの安全性

や健康への影響の意識を測る“Safety”につい

て、第一に重視されたのは「牛乳」、次に「ハム・ソ

ーセージ類」という結果が出ています。

この理由は、ここ最近の食に関する騒動の要因

である狂牛病の影響を、「牛乳」と「ハム・ソーセー

ジ類」の2つがダイレクトに受けているからだと思

われるかもしれません。

ところが狂牛病が大騒動になる前の2001年第

1回調査でも、「ハム・ソーセージ類」では実に95%

の、「牛乳」も88%の消費者が、“Safety”つまり

中身の安全性に対して何らかの懸念を抱いたこと

があるという結果が出ていました。加工度が低い

食品ほど、消費者はより安全性について懸念を抱

く傾向にあるわけです。製品の安全性が価値とし

て重視されている品目では、当然のことながら、

安全性維持のミスがより重大な過失として消費者

に受け取られることとなります。

●製品の安全性（プロダクト・セイフティ係数）の反応
率が高い品目

新しい環境マーケティングに
挑戦して

安全性と環境視点の消費行動を探る
「エコフード意識調査」から

ナレッジ研究所　リサーチ＆マーケティング事業部　青木　五月

エコフード意識調査

【オリジナルなエコ視点からの調査】 【エコ視点による食品の安全性認識】

牛乳、ハム・ベーコン・ソー
セージ類、ヨーグルト

食用油、チーズ、果実・野菜
100％飲料、マーガリン、
スナック菓子、ドレッシン
グ、マヨネーズ

反応率60％以上

反応率50％以上

※「製品の安全性」を“重視+やや重視”すると反応した率

商品・サービス価値
（商品開発業務への貢献）

＜エコ要素のマーケティング
価値への影響＞

企業・ブランドイメージ価値
（広告・IR広報業務への貢献）

新指標：エコロジー・コンシューマー・アクセプタンス(ECA係数)

①SAFETY（製品の安全性）→『プロダクト・セイフティ係数』

② LABEL（安全性や環境配慮に関する表示）→
『プロダクト・メッセージ係数』

③ PACKAGE（環境にやさしい容器）→『エコ・パッケージ係数』

④PROCESS（製造・流通時の環境配慮）→『エコ・ケア係数』

⑤DISCLOSURE（安全性や環境配慮に関する情報公開）→
『エコ・インフォメーション係数』
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「エコフード意識調査」では、飲料容器13種類

と食品容器20種類について、エコの視点から、飲

料と食品各容器の認識・評価及びメリットとデメ

リットとのバランス度合いを測定しております。

2001年第1回、2002年第2回の調査結果から、

素材のイメージが環境配慮の評価に与える影響の

大きさが判明しました。

容器の素材として消費者による評価に大きな差

が生じているのは、「紙」と「プラスチック」です。

「紙」の評価は高いものとなっておりますが、特に

リサイクル性の高さで良い評価を得ていまして、

自治体の取組みやスーパー店頭などの紙パック回

収などで「紙」のリサイクル性が浸透していること

が、評価・認識を高めていると思われます。

なお「紙」は、有害性がなく、ゴミとして捨てや

すく、使い勝手も良い、という点においても高い

評価を得ました。反面、プラスチックタイプ容器

は、リサイクルできず、使い捨てで、有害物質が出

る、というネガティヴなイメージを強く持たれ、エ

コ視点からの評価は低いものとなっています。

●2002年第2回・素材のポジティヴイメージTOP3

興味深い結果が出ましたのは「ペットボトル」で

す。プラスチックタイプの容器については環境に

配慮していないという認識が高く、容器改善要望

も強い結果となっておりますが、ペットボトルに対

する認識は他プラスチック容器と異なっています。

2001年の第1回調査では、「最も環境に悪い」

と感じる反応率は高めで、特に廃棄がしにくい点

が懸念要素という結果が出ていました。ところが

2002年の第2回調査では、「ペットボトル」は飲料

容器において最もリサイクル性があり、また廃棄

もしやすい素材という結果となり、1年間で消費

者の「ペットボトル」のイメージが大きく変化した

ことが明らかとなりました。おそらく容器包装リ

サイクル法に基づく分別排出が定着したこと、ま

たペットボトル素材をリサイクルした衣服の認知

も高まったことが要因と思われます。

●2001年第1回・最も環境に配慮
していないと感じる容器TOP3

●2001年第1回・廃棄の際にデメ
リットを感じる容器TOP3

安全性と環境配慮が消費者に認知された企業ま

たブランドイメージが、商品選択の最初のフィル

ターになる時代がやって来ています。「エコフード

意識調査」では、今後の食品マーケティングにおけ

るブランド・企業イメージを考えるヒントになる

という考えで、前述のECA係数により企業・ブラ

ンドイメージを測定しております。

2001年第1回で43社、2002年第2回で50

社の食品企業を調査対象としましたが、全体的に

見てどの企業も、第2回は2001年第1回よりイ

メージ評価が落ちています。この1年、食品企業

のミスやミス隠しが次々に明るみに出た影響なの

か、消費者の食品企業に対する信頼性の低下が窺

える結果となりました。

消費者の食品の安全や環境配慮に関する意識は

高まっていますから、消費者の理解を得られるよ

う、企業はエコ視点からの情報発信をマーケティ

ング活動に組み込む時なのです。

ところで前述のECA係数で測定したエコの要素

それぞれで、上位認識・評価企業の構成が異なっ

ておりますから、企業の位置づけによって、他企

業との差異化やコミュニケーション戦略の方向性

を考慮することが必要と思われます。

「エコフード」とは、決して特別な食品ではあり

ません。安全性や健康、環境に気を配っていると

消費者が認める食品が「エコフード」なので、食品

への評価が多角化している今、「エコ」は消費者が

当たり前に要求しつつある、非常に重要な要素と

言ってよいでしょう。

本当のところ、食品ほど環境問題の影響をダ

イレクトに受けるものはありませんし、消費者は

今後、積極的に食品情報を入手していくことにな

ると思われます。今年は続けて第3回の調査を行

いまして、食品における消費行動と「エコ」を追

求してまいります。この調査でぜひとも多くの企

業様と関わり、環境マーケティングを進めるお手

伝いができることを、私どもは心から願っており

ます。

エコフード意識調査

【エコ視点からの食品・飲料容器の評価】 【エコ視点からの企業イメージ測定】

【食品における未来の環境マーケティングに向けて】

飲料容器

リサイクル性

ペットボトル

紙

アルミ

無害物質

紙

透明ガラス

陶器

ゴミ化

紙

アルミ

ペットボトル

食品容器

リサイクル性

紙

透明ガラス

アルミ

無害物質

紙

木

透明ガラス

ゴミ化

プラスチックボトル

トレイ

ペットボトル

紙

木

アルミ

コンポジット缶

プラスチックボトル

ペットボトル
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7月23日から27日にかけて情報サービス産業協会

（JISA）主催の「第6回日中情報サービス産業懇談会」参加

を主目的とした中国視察に行ってきました。

日程は以下のとおりです。

7/23 AM 日本→大連

PM 大連ソフトウェアパーク視察

7/24 第6回日中情報サービス産業懇談会

7/25 AM 大連国際ソフトウェア交易会開幕式参列

東軟大連ソフトウェアパーク定礎式参列

PM 二百三高地視察（これは観光です）

7/26 AM 大連→上海

PM 上海浦東ソフトウェアパーク視察

7/27 AM 上海市内視察

PM 上海→東京

なかなか忙しい日程でした。しかしながら日本からの

参加者はなんと総勢71名（JTB添乗驚いているほどで、

日本のIT企業がいま、いかに中国に関心が高いかがわ

かります。

主な参加者も、

佐藤雄二朗・アルゴ21会長（JISA会長）

丸森　隆吾・SRA社長（JISA副会長）

宮本　進 ・三井情報開発相談役（同）

関　　隆明・NECソフト社長（同）

ほか、社長・役員クラスの方がほとんどで、単なる観光

気分ではなく、本気でビジネスを模索する姿も印象的で

した。

そんな中で、アイエックス･ナレッジとしても

◇ソフトウェア開発発注先としての可能性　

◇提携でき得るビジネスの可能性

◇ユーザとしての中国市場の可能性

といった観点で今回の視察に臨みました。

【中国の経済状況】
視察報告の前に、今、中国という国がどういう状況にあ

るかを、データに基づき紹介しておきます。

グラフのとおり90年以降、GDPは伸び続けており、成長

率は8％前後をキープしています（ちなみに日本の2000年

度の伸び率は1.7％）。

とくに、IT産業においては目覚しい成長が続いており、

2001年の産業売上高は90年の13.5倍にあたる8兆4000億

円余りに達しています。

中国IT産業TOP100社の業績推移

また、昨年12月末のWTO（世界貿易機関）加盟にともな

い貿易の規制緩和も進んでおり、日本とはあらかじめ下記

のような取り決めを結んでいます。

「中国WTO加盟交渉におけるサービス分野の日中間合

意」（1999年7月）の概要

1．一部の例外を除いて加盟3年以内に、従来の外資系流

通販売業に対する地域制限、企業数（店舗数）の制限、

外資比率制限が撤廃される。将来的には問屋・卸売業

の支店開設の可能性もある。

2．自動車販売業を加盟時から規制緩和の対象とする。

3．外資企業に対して「内国民待遇を付与」する。

4．国内の外資系製造業者は、加盟時から自社生産品の販

売と販売した製造品に対するアフターサービスを取り扱

える。さらに3年以内には、中国の販売会社設立し、国

内生産品以外の製品も含めた全ての製品の販売が可能

となる。

5．投資性公司（「傘下型企業」）も新たに販売会社を設立

すれば流通業に参入できる。

6．フランチャイズ方式については、加盟後3年以内に関連

法を整備し設立を許可する。

中国市場では従来、中国企業が国内で製造した製品の

み流通、販売が認められていました。それがこの合意によ

って、日本企業が日本で製造したものも販売可能になり、

日本で開発したソフトも販売できるようになりました。

いわば、中国の自信の表れとみる事もできるでしょう。こ

のように国全体としても、IT産業としても急成長を遂げて

いる国だということがお分かりいただけたと思います。そ

れでは、そんな前提で、視察・会議を通じて感じ取った「中

国のITパワー」に関するレポートをご覧下さい。

【大連ソフトウェアパーク】
大連は、遼東半島の最南端に位置し、人口590万人を数

える中国有数の大都市。総延長1，906kmにのぼる長い海

岸線を有し、気候がよく景観に優れたこの都市はよく、“北

方の輝かしい真珠”と賞されています。また、中国がWTO

加盟後、一番先に金融・保険と電信など業務を対外開放

した都市の一つです。

地理的に日本に近いことや、フライトの多さ（週73便）も

手伝い、日本から多数の企業が参入しています。

せまる跫音…中国のITパワー

～日中情報サービス産業懇談会に参加して～

国際協業への凄まじい熱気
早晩追いつく品質・PM・業務知識

取締役ソリューション第2事業本部長

宮南　研

国内総生産�
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中国  国内総生産と実質伸び率の推移（１９８７－２００１年）�

実質伸び率�

項　目 単位 1987年 1990年 1995年 2000年 2001年

売上高総額 億元 115 252 944 3,040 4,442

IT産業での割合 ％ 48 58 69 71 76

首位の売上高 億元 5.8 8.6 53 202.9 465

候補資格の売上高 億元 0.4 0.9 2.3 5 7.1

売上高10億元超企業数 社 0 0 26 62 75

売上高100億元超企業数 社 0 0 0 10 13

利潤総額 億元 21 - - 164 269

利潤1億元超企業 社 0 0 21 - 50

IT産業売上高 億元 240 434 1,368 4,282 5,845 

億円 3,474 6,300 19,838 62,085 84,749 

（1元＝14.5円で換算）
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ソフトウェアパークは、空港から9km、大連港から12km、

大連鉄道駅から10Kmという立地にあり、現在では100社

以上の企業、2000人を超す技術者がここで働いています。

日本から受けている仕事は相当量あるようで、視察団一行

は熱烈な歓迎を受けました。

日本からの仕事で有名な日本アルパイン社のカーナビ

のシステムは、ほとんどが大連の企業が開発したシステム

だそうです。

ここで一番関心したのは、官（政府,自治体）・民（民間企

業）・学（大学）が三位一体となり、大連のIT産業の発展に

寄与していることです。そこでは大幅な規制緩和と優遇措

置が講じられています。

大連ソフトウェアパークに入居する企業に対しては、

①ソフトウェアパーク内に設立された外国企業は、黒字と

なる年から（累積赤字を解消する年から）法人所得税「2

免3減半」（2年免除、3年半減）の税金優遇策を受ける

②輸出額が全収入の70％を超えれば、法人所得税は10％

（通常は33％）

③パーク内のソフトウェア企業は、ソフトウェアを輸出する

場合、増値税と輸出関税を免除。技術輸出契約の場合、

営業税と所得税を免除。また輸出手続きの申告は24時

間で通関終了

④外地人材を採用する場合に戸籍を入手できる

―といった優遇制度を敷いており、民間企業の成長の手助

けを積極的にかつ迅速に行っています。

また大学との連携では、もともとソフトウェアパークにい

くつもの有名大学があり、民間企業と共同で研究開発や人

材育成を行ってきたのですが、さらに2001年には大連ソフ

トウェアパークと東軟集団という民間企業の出資により、パ

ーク内にIT専門の大学「東軟情報技術学院」が設立され

ました。2001年には1500人が入学、2002年以降約2000人

が入学する計画といいます。

ここには2年制短大と4年制普通大学コースが設けられ

ており、カリキュラムを見ると

プログラムを教えるだけでなく、ソフトウェア工程、設計

技法、プロジェクトマネージメントなど、一流の日本企業で

行われている内部研修顔負けの授業内容になっています。

こうした連携こそが、ここ数年の中国におけるIT産業の

成長の原動力であり、そこに脅威を感じたのは私だけで

はなかったはず。一行の皆さんが「ぼやぼやしてると日本

は中国に開発を発注するどころか、技術やマネージメント

の領域でもすぐに追い抜かれるね」と口をそろえておられ

たのが印象的です。日本の大学教育では、まだまだIT系

は遅れているのが現状です。

【第6回日中情報サービス産業懇談会】
この催しは隔年で場所を持ち回り、日本と中国で交互

にIT産業の懇親会を行っているもの。第2回が北京、第4

回が上海、そして第6回の今回は大連と、中国の主要都市

で順次開催してきましたが、日本での開催は第1回からず

っと東京で行われてきました。ために中国側から「来年(第

7回)は大阪で・・」というリクエストがあったようです。

さて、今回は一行が宿泊した「シャングリラホテル」の宴

会場で盛大に行われました。

参加者は約500名。日本からは我々一行70名のほかに

個別に参加した企業関係者を合わせて100名余りで、大半

は大連のIT産業関係者でした。また、TVを含めた取材陣

も多く、この日の夕方のニュースには視察団メンバーも画

面に出たそうです。

懇談会の内容は、日中それぞれの代表数名によるプレ

ゼンテーションが主体で、日本からは“中国企業に期待す

ること”、中国からは“個々のアピールと日本企業に期待す

ること”が発表されました。

中国側のプレゼン内容を集約すると、

○“いかに安いコストで出来るか”をアピール

○ 過去の失敗事例に基づく「日本語の出来るSEの養成」

「日本文化への対応」「品質向上」―など企業努力のア

ピール

○“要求仕様を明確（曖昧さのない）に”という要望

○ ソフト開発の下流工程だけでなく上流工程の発注を（参

入意欲のアピール）

○ 日本のソフトパッケージを現地でローカライズして販売

するルートの確立

といったものが印象に残りました。

ここへ参加する中国側の企業関係者には、我々団体の

顔写真入りのプロフィールが配られていたようで、休憩時間

やプレゼン終了後の夕食会談の時間には、現地企業の営

業担当者が日本人一人ひとりの前に行列を作るばかりの

勢いで名刺交換を行う熱心さでした。

それぞれが短い時間ながらも、またタドタドしいながら

も、日本語でアピールしてくる姿には驚くとともに、産業の

原点の問題を思い起こさせてもくれました。つまり例えば、

米国の先進産業の企業関係者がまとまって訪日した際、日

本側がここまで熱心なアピールを行うか？と問われれば、

答えはNOでしょう。

それほどまでの、意欲とパワーをここでも感じさせられ

ました。

大連ソフトウェアパークの模型

懇談会会場

授業風景

大学外観
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【ソフトウェア交易会】
翌日は「大連ソフトウェア交易会」つまりソフトの展示会

です。ここでは表示がすべて中国語であり、また日本語を

話せる人も少ないため解読に苦しみましたが、歓迎の派

手さと会の華やかさに驚かされました。

ただ、式の進行が遅れたため、つぎのスケジュールの東

軟大連ソフトウェアパークへの到着遅れは避けられない状

況となりました。途中の道の渋滞が予想されるからです。と

ころが中国側関係者の要請により大連の警察はなんと、

我々の専用バスの前にパトカーの先導を付けてくれたので

す。渋滞を掻き分けての移動により、予定通りの目的地到

着となりました。IT育成にかける中国政府の強い意思と意

向が色濃く反映された措置と、私には感じられました。

移動先の東軟大連ソフトウェアパークとは、大連ソフトウ

ェアパークを増設した東軟集団専用の敷地のことです。今

回の定礎式は工事の安全を祈願するもの。工事は三期に

分けて進められ、2006年の竣工を目指すということです。

完成後、パーク内では1万5000人が働き、年商3億ドルの達

成が可能となるといいます。

東軟集団有限公司（NEUSOFT）は中国全土に7つのR＆

Dセンター、3つの開発基地、40都市に販売ネット拠点を持

ち、国内に3000を超える顧客を有する中国でも最大手の

SIベンダー。日本企業とも、資本関係のある東芝やアルパ

インをはじめソニー、NEC、NECソフト、沖電気工業、大和

総研、大前研一グループなど多くの企業と提携しています。

東軟大連ソフトウェアパークも入居企業の85％以上は日本

企業になる構想です。また、大手企業との長期的な協業を

進めたいので、誘致企業は20～30社にとどめ、1社あたり

500～600人の開発要員を中国側から割り当てたいという

話でした。

おそらく、日本からの開発業務を行うだけでなく、提携

先のソリューションをローカライズし、協業しながら、中国

への販売を行っていくような戦略なのでしょう。このあたり

は80年代に日本が米国のソフトを日本語化して国内販売

を行っていた構造とよく似ています。

この企業もやる事がなかなか派手で、写真（上）のとお

り、両側に馬に乗った女性がずらりと並び、赤い絨毯が引

かれた道を歩いて昇っていくのはいささか恥ずかしい気が

しました。

ともかく、大連にはこの企業を筆頭に非常に元気な企業

が多く、その意欲・パワーに驚かされました。

【上　海】
上海の企業との会談時間は半日程度しかなかったため、

大連との違いを大きくは感じ取れませんでしたが、IT企業

としての歴史はやはり上海が先行しており、技術的には若

干進んでいるような感触でした。それよりも驚いたのは市

内の高層ビル群です。話には聞いていたものの実際に目

の当たりにすると、ビックリです。

大連では町の綺麗さが目立ちましたが、上海はもう完全

な大都会です。食べ物も大連に比べて日本人の口に合わ

せてあるような店が多く、非常に美味しくいただきました。

また、大連では目にしなかったコンビニも日本と同じよう

な間隔で立ち並んでおり、全体として“経済の町”であると

実感しました。

【最後に】
題名のとおり、「中国のITパワー」を大きく感じた視察旅

行でした。全般を通じての印象としては、いまの段階では

まだ、日本の方が上回っている要素はいくつかあると思い

ます。例えば、

○ 品質に対する考え方・手法

○ プロジェクトマネージメント

○ SEの業務知識

などですが、中国のスピード感からすれば、こういったもの

も、数年の間には同レベルになってくるでしょう。

しかし、そうなれば必然的にコストも上昇し（今でも北京

は上昇傾向）「安いから開発をお願いする」という時代で

もなくなっていくでしょう。そういう時代を見越していまか

ら、開発を発注するだけでなく、マーケットの共有、得意

分野の仕事のシェアリングなどを中国企業と共に模索して

いく必要がある、と強く感じております。この視察をきっか

けに、そういった提携ビジネスを立ち上げることを短期の

目標として掲げたいと思っています。

また、中国企業の元気さに負けないよう、日本の営業・

SEも頑張りたいものです。

大連国際
ソフトウェア
交易会開幕式

東軟大連
ソフトウェアパーク

定礎式
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ホレリス博士のひらめき
自動オン･オフ･･･パンチカード･･･コンピューターへ

お待たせ致しました。今回は愈々二進法の特集ですが、専門家の方には余りにもプリミティブなのでお許

しを願い、あまりご存知ない方々に対する「手引き」としてお読み下さい。最初にパンチカ－ドシステムの創

始者・ホレリス博士のエピソ－ドからお話したいと思います。

ナレッジ 読本

安藤　多喜夫

④
ナレッジ読本

●歯の穿孔からヒント

博士が無数の電気配線を大量に

点滅させる方法を思考中であった

頃、歯痛のために歯科医師を訪れ

治療を受けることになりました。

担当医師が歯科用の極細のドリル

で歯に穴を開ける治療中にアクシ

デントが起こりました。ドリルの

先端が歯を貫通して歯肉にまで達

してしまったのです。

瞬間、彼は激痛を覚えました

が、その時彼の脳裏にあることが

閃いたのです。それは･･･歯の穿

孔中は歯肉に痛さを感じないの

に、歯を貫通した瞬間に痛みを覚

えた。ということは即ち、ドリル

を電流が通じている電気コ－ドと

すれば歯肉がその延長線となり、

歯そのものは絶縁体で電気は通さ

ないが、穿孔されていれば通電出

来る理屈になる･･･という考え。

口中血だらけのままで早々に研

究室へ立ち戻った博士は早速、ジ

ャガ－ド編物用カ－ドからヒント

を得て作成された絶縁体のカ－ド

に数種類のパンチを開け、ドリル

は配線されたワイヤ－ブラッシュ

で、歯肉は円筒形のタイプライ

タ－のプラテンのような真鍮盤に

延長線コ－ドを繋いだものでカ－

ドフィ－ディングテスト（カードが

機械の導線を通過するテスト）を

行いました。

その結果、永い間思考錯誤を繰

り返してきた自動スイッチによる

オン・オフ実験と共に、機械にマ

シンコ－ドを判読させることに見

事成功したのです。この時から

IBM社のパンチカ－ドシステムが

完成し、世界的な情報時代の幕開

けとIT時代の先駆けが出来たわ

けです。

●二進法理解のカギ

今でも歯医者さんの治療は苦手

の方が多いようですが、一世紀以

上も前の足踏式ドリルによる歯の

孔開けは、想像しただけでも痛み

を感じてしまいそうです。然し、

歯の治療ミスによる激痛の時に、

我が身の一部を通電工程のアイデ

アに結びつけた博士のプロ魂に頭

の下がる思いが致します。若し、

この時の担当医師が名医であって

ミスを起こさなかったとしたらコ

ンピュータ－の歴史も随分変わっ

ていたとも考えられます。

今回は最初から、口中血だらけ

の研究者の痛い話になってしまい

ましたが、実はこの話が二進法を

理解する為には重要な鍵なので

す。文字、数字、記号等をオンと

オフやイエスとノーだけの世界で

ある二進法で言い換える、即ちコ

ンピューターの原点に繋がる道な

のです。

1930年代のパンチカ－ド全盛

時代に、数字データ専用に伝送す

る通信機用の鑚孔(サンコウ:パン

チ)紙テープがありました。これに

使用された機械語(マシンコード)

を「図1」に紹介します。これは高

速伝送する為に破けない無線信号

用の硬質の油紙を用い、これも破

け難いように一列は最小の四個の

孔で構成され、ホレリス式の縦に

長四角の小さなパンチ孔と違って

パンチ孔は大き目の丸い孔でした。

「図1」を見ると、ベテランの方

はどこかで見たようなパンチの組

合せだと気が付かれたと思いま

す。もうお判りのように正に二進

法・4単位で0～9を表現する二

進化十進法（ Binary Coded

Decimal）と呼ばれていたものな

のです。そこで次の図を見ればコ

ンピューターに縁がなく、二進法

を全く知らない人にも理解が出来

ると思います。

●“原点”二進化十進法

前図のテ－プを縦にして縦の4

単位を横にします。そして右側か

ら左側に向けての孔をパンチ［P］

の1、2、4、8と名付けます。そ

してパンチされた［●］を［1］と

し、未パンチの［○］を［0］にしま

すと次の図の左側のパンチ表にな

ります。これを一行単位で［1］に

なった上列のポジション［P］の数

を個々の条件に合わせて中央の計

算式で計算すれば十進法の数に変

換されます。ちなみに、次図の右

側の表は二進法の表現ですが、結

果は左側のパンチ表の数値と完全

に一致しております。

「図2」をみるとパンチ［P］の数

を合計した数が十進法の数と同じ

になると言う数の面白さを感じら

れたと思います。

この二進化十進法はコンピュー

ターの原点であり基礎でもありま

すが、なんと言っても4個のパン

チが単位であり、パンチを機械の

内部コア(核)とし、現代流に言え

ば4ビットなので、これを最大の

オールオンにしても15（1＋2＋

4＋8）までしか表現できません。

この図のパンチの数をコアとして

考え、コアをビット（bit :binary

digitの略）と解釈すれば、二進法

のことをマシンランゲ－ジという

言葉に対しても抵抗なく理解され

ることでしょう。

この例の媒体は紙でしたが勿論

磁気テ－プ、磁気ドラム、磁気ディ

スクへと変遷していくわけです。

通常の数→� 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

○� ●� ○� ●� ○� ●� ○� ●� ○� ●� テープが読み取り�
機械語� ○� ○� ●� ●� ○� ○� ●� ●� ○� ○� 機械に通る方向�
（マシンコード）� ○� ○� ○� ○� ●� ●� ●� ●� ○� ○�

○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ●� ●�

●＝穿孔済�
○＝未穿孔�

十�
進�
法�

P 8 4 2 1
0 0 0 0 0 Pがすべて� 〔0〕なので� 0 ＝�0 ＝� 0
1 0 0 0 1 P1だけが� 〔1〕なので� 1 ＝�1 ＝� 1
2 0 0 1 0 P2だけが� 〔1〕なので� 2 ＝�2 ＝� 1 0
3 0 0 1 1 P1と2が� 〔1〕なので� 1 ＋�2 ＝�3 ＝� 1 1
4 0 1 0 0 P4だけが� 〔1〕なので� 4 ＝�4 ＝� 1 0 0
5 0 1 0 1 P1と4が� 〔1〕なので� 1 ＋�4 ＝�5 ＝� 1 0 1
6 0 1 1 0 P2と4が� 〔1〕なので� 2 ＋�4 ＝�6 ＝� 1 1 0
7 0 1 1 1 P1と2と4が�〔1〕なので� 1 ＋�2 ＋�4 ＝�7 ＝� 1 1 1
8 1 0 0 0 P8だけが� 〔1〕なので� 8 ＝�8 ＝�1 0 0 0
9 1 0 0 1 P1と8が� 〔1〕なので� 1 ＋�8 ＝�9 ＝�1 0 0 1

条件� 計算式� 二進法�パンチ〔P〕�

図1

図2
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部として発足）の屋台骨を危うくするほど資金を注いだ。

また戦後には激しい労働争議で喜一郎社長が退任に追

い込まれる荒波を受けている。

ホンダは戦後23年の創業だが、初期のオートバイ専業

時代に新車種の販売不振から資金ショートに見舞われ

た。創業者・故本田宗一郎氏も観念し半ば真面目に転

業を考えた。また、四輪車進出の際は既存国産体制を

守ろうとする国の強い反対を受けている。

●　　●　　●

そうした苦難を乗り越えてきたとはいえ、この両社に限

ってなぜ今日、これほど強い企業になり得たのか。答え

は幾つかあろうがその一つは、創業者の情熱みなぎる

強い個性と「創業DNA」のたゆまぬ発展的継承と言えよ

う。両社の企業風土はまったく異質ながら、少なくともこ

の点では一致している。

創業者の性格も、喜一郎氏が開発に熱心のあまり近

寄りがたい雰囲気すらあった求道者タイプ。対する宗一

郎氏は本気でスパナを振り回しながら若手技術者を督

励しつつゴールを目指す鬼神タイプと異なるが、一旦仕

事に入ったら最後、「文字通り寝食を忘れ、幾日も工場

から出てこなかった」という、クルマにかける狂おしいま

での執念において共通している。

この狂気ともいえる執念の深さは、後進にとって創業

DNAの強さとなって作用する。今もホンダの技術者は宗

一郎氏流の合理的な発想を大事にするし、喜一郎氏の

自力国産への執念は今もトヨタの中に脈々と息づく。

ただし、後進はそのDNAを粛々と継承してきただけ

ではない。節目ごとに、企業としての生き方を抜本的に

見直し、業務体制から技術・商品にいたるまで、新しい

因子を吹き込みリニューアルしている。トヨタのカンバン

方式やホンダのCVCCエンジンはその好例だ。結果、両

社は時代の大きな波を余裕をもって乗り切る力を備えた

ものである。創業DNAの持続力と、新たな遺伝情報と

して書き加えられた「後天因子」の勝利である。

（広報･IR担当部長）

最近は「新・旧」や「勝ち・負け」という言葉で色分け

されているが、経済構造の大きな変化とともに、産業や

企業の消長が際立ってくる。

戦後、朝鮮戦争からほぼ20年…高度経済成長の終焉

と為替自由化、第一次石油危機という節目を迎え、それ

まで牽引車だった素材産業が低迷し、構造改革に迫ら

れた。企業群の再編成も始まった。

それから約20年…日本経済は新しい枠組みの中で競

争力を回復した。気がつけばバブルを飽食していた。“第

二の成長”の旗手は自動車や電子産業だった。

それが、冷戦構造崩壊により真の自由競争の時代を

迎え、日本の経済構造は再構築を迫られる。「失われた

10年」が費やされたが、再構築完了までに更に10年を要

するかもしれない。

●　　●　　●

もとより、悲観的な産業年表を描くことは本意ではな

い。振り返れば、この20年周期の大きな節目を大過なく

乗り切った産業があったろうか。金融界ですら例外では

ない。さらに、企業単位でみると、実質赤字を経験しな

かった企業は極めて稀である。

今日、産業界でそんな稀な企業を2社あげるとすれ

ば、やはり連結経常利益1兆円を超す“稼ぎ頭”トヨタ自

動車と、そのトヨタを追い上げるホンダの両社を措いて

ない。世界シェア10％を固め更に上を目指すトヨタと、

いち早く米国現地生産に乗り出し、「世界から日本を攻

める」という長期的な世界戦略を貫くホンダ。“勝ち組み”

として今では自動車の「国内新二強時代」とさえ称され

ている。

とはいえ、この両社が創業以来いつも順風満帆できた

わけではない。たいていの企業がそうであるように、両

社も創業期から十数年間はそれぞれ存亡の危機を幾重

にも経験している。

トヨタの創業は昭和10年。国産車開発に命をかける

創業者・故豊田喜一郎氏の執念によるが、軌道に乗るま

でに当時有数の大企業、豊田自働織機製作所（自動車

columncolumn
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そして1のことを磁化されたと言

い、ビットの場合はイエスビットと

言います。今ではこのビット数を倍

にして1バイト、8ビットが主流で、

英字、カナ、ひらがな、漢字、世界

各国の文字、記号等の表現が、可

能になりました。更に32、64、と

すれば多数の記憶や複雑な高等数

学等も出来、更に128、256・・・

と倍々に増やしていけば宇宙ロケ

ットの月面1メ－トル以内着陸と言

うような精度の高い無限大級の計

算も可能になるわけです。

簡単にして数値の無限の因果関

係を有する二進法、そして2世紀

も昔の発明者である詩人バイロン

の娘エイダ伯爵夫人の才能に改め

て敬意を表せざるを得ません。

さて、最後に今回習得したコン

ピューターの内部の計算機能の機

械語で、「図3」の通りごく易しい二

進法の計算式をおさらいして、こ

の特集を終らせたいと思います。

更に、念の為に答が二進化十進

法に適合する一桁の四則演算を

「図4」に基づき試算を兼ねてやっ

てみましょう（①～④と破線は二

進法における縦算の順序と説明で

す）・・・・・・・・・・・・・・・・・・

はい、ご明算でした。前回に引

き続き暗号から記号化（コーディ

ング）、パンチカ－ドの記号（マシ

ンコード）、今回のテ－プコ－ドか

ら二進法の仕組みについて充分ご

理解頂けたと思います。それで

は、次回は何の話が出るかを楽し

みにしてください。

（取締役相談役・工学博士）
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